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072　国連人権高等弁務官事務所：意見募集：高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の全体的な枠組み、構成、および指針原則
提出 　2026年4月
オーストラリア多文化保健協力機構（AMHC）
[bookmark: _Hlk234358517]オーストラリア多文化保健協力機構（以下「当機構」）は、多文化保健分野における全国的な中央機関である。
ビジョン声明：真に多文化的なオーストラリアにおいて、我々の保健・社会ケアシステムは、健康の公平性に尽力し、多文化コミュニティの身体的、精神的、そして霊的な健康とウェルビーイングの持続的な向上に向けて積極的に取り組んでいる。 
[bookmark: _Hlk234356303]当機構は、オーストラリア民族コミュニティ評議会連盟（FECCA）による事業である。我々は、多文化背景を持つオーストラリア人のアクセスと公平性を向上させ、構造的な人種差別に対処し、より良い健康とウェルビーイングの成果を達成するために、政策、研究、データ、実践に関する全国的な発言力、リーダーシップ、助言を提供している。 
当機構は全員参加の組織で、会員制を採用している。会員には、サービス利用者やケア提供者、保健サービスおよびウェルビーイング／社会ケアサービス、実務者、研究者が含まれる。また、当機構は、他の全国的な保健分野の主要団体を提携団体として歓迎している。
はじめに
オーストラリア多文化保健協力機構は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある国際条約の策定に貢献できる機会を歓迎する。
本意見書は、全国レベルの政策活動、多文化コミュニティや関係者との協議、およびオーストラリアの保健・高齢化システムに関する応用研究に基づいて作成されている。
我々は、高齢者の権利に関する国連条約の策定を強く支持しており、オーストラリア民族コミュニティ評議会連盟（Federation of Ethnic Communities’ Councils of Australia）を含むオーストラリアの幅広い市民社会組織連合が提唱する立場に賛同し、このような条約を保護と説明責任を強化するための重要な一歩であると認識している。
我々の観点では、核心の問題は、権利が明文化されているかどうかではなく、特に多様で片隅に置かれた人々にとって、その権利が実際に利用可能であり、実行可能であるかどうかである。
以下に、主要なメッセージ、オーストラリアの多文化コミュニティ、人権、高齢化に関する背景情報、および人権高等弁務官事務所（OHCHR）から提示された3つの質問に対する回答を述べる。 
主要なメッセージ
1. 法的拘束力のある文書は、人権に基づく、公平性を重視する枠組みに立脚すべきであり、それによって、高齢者が原則として権利の保有者として認識されるだけでなく、実際にその権利を行使できることが保証されなければならない。
2. この文書は、形式的な平等にとどまらず、特に文化的・言語的に多様な背景を持つ人を含む多様な集団にとって、権利へのアクセスを制限する構造的な障壁に対処すべきである。
3. 中核となる原則には、尊厳、自律、平等、参加が含まれるべきであり、さらに文化的安全性、言語的アクセシビリティ、および成果の公平性を明確に認めて、それらの原則を強化するべきである。
4. この枠組みは、既存の人権を再確認するとともに、高齢期にそれらがいかに適用されるかを明確にすべきである。特に文化的に配慮されたケアへのアクセス、情報へのアクセス、制度の利用支援、孤立や排除からの保護といった分野において。
5. データ、参加、監視を含む強力な実施および説明責任のメカニズムに支えられた、明確かつ首尾一貫した構成は、この枠組みが実用的かつ測定可能な変化を確実にもたらすために不可欠である。

制度的背景と使命
当機構は、オーストラリアにおける文化的・言語的に多様な人々の健康の公平性に関する成果を向上させるために設立された全国的な事業である。それは、多文化コミュニティ組織、医療分野の関係者、研究者、および政府の協力者の間の連携として運営されている。
当機構はオーストラリア民族コミュニティ評議会連盟（FECCA）の後援を受けており、FECCAは50年近くにわたり、多文化背景を持つ人々を代表する全国的な中央機関として、オーストラリアの大都市圏、地方、農村部にまたがる1,500以上の地域社会組織からなるネットワークを持っている。
当機構は、その活動がコミュニティの正当性に根ざしつつ、同時に国家政策や制度改革に確実に影響するために、FECCA内に設立された。この位置づけにより、当機構は「実体験」と「制度設計」の交差点で活動し、コミュニティの知見を保健・高齢化制度全体における実際的な改善へと結びつけることが可能となっている。
FECCAは、国家政策の策定、政府との連携、コミュニティとの協議において長年にわたり重要な役割を果たし、高齢者ケア、多文化政策、健康の公平性における主要な改革に貢献してきた。また、オーストラリアにおける権利に基づくアプローチの推進においても積極的な役割を果たしており、例えば、高齢者に対する法的保護と権利の強化を求めるオーストラリア人権委員会主導の共同声明への署名や、国連条約の策定支援などを行っている⁵。
当機構を通じて、この権利擁護活動は実施段階へと拡大されており、構造的な障壁の特定、文化的に配慮したモデルの支援、政策策定への提言などが行われている。
オーストラリアにおける多文化的な高齢化
オーストラリアは世界で最も文化的に多様な国の一つであり、人口の半数以上が海外生まれ、あるいは少なくとも片方の親が海外生まれである¹。この多様性は、高齢層でも次第に顕著になっている。
2056年までに、オーストラリアの高齢者の約3分の1が非英語圏の出身者になると推定されており²、これは長期的な移民と高齢化の傾向、および高齢者人口の多様化の進展を反映している。
多くの国では、高齢化を多文化の視点からはっきりとは捉えていないかもしれないが、人口の移動性の高まり、移民の増加、人口動態の変化により、多様性は世界的に高齢化社会における顕著な特徴となりつつある。オーストラリアの経験は、十分に発達した制度内であっても、文化的・言語的多様性が明確に考慮されない場合、画一的なアプローチでは公平な成果をもたらせないことを浮き彫りにしている。これは、多文化主義の重要性が、移民人口の多い国々だけでなく、ますます多くの地域の課題となってきたことを示唆している。
「ビジョン2030」と証拠の重視
FECCAのビジョン2030：多文化オーストラリアにおける健やかな高齢化³は、文化的・言語的に多様な背景を持つ高齢者の成果を向上させるための全国的な工程表を提供している。
このビジョンは、オーストラリア全土の高齢者、ケア提供者、サービス提供者、研究者との協議に基づいており、多文化コミュニティが既存の制度へのアクセスやその恩恵を受ける上で構造的な障壁に直面しているという一貫した証拠を示している。この障壁には、言語やコミュニケーション上の課題、文化的に適切なサービスの不足、制度の複雑さ、データや説明責任における不備などが含まれる。
こうしたエビデンス全体を通じて、権利の形式的な承認と実際の実現との間には隔たりがあるという一貫した知見が示されている。これらの障壁は、サービスへのアクセスを制限するだけでなく、個人が自身の権利を理解し、十分な情報に基づいた意思決定を行い、社会に完全に参加する能力をも制限している。
制度改革と実施
この人口動態の変化は、オーストラリアの高齢者ケア制度の継続的な改革（より権利に基づくアプローチへの転換⁴など）と並行して生じている。
しかしながら、文化的・言語的に多様な背景を持つ多くの高齢者が、依然として権利へのアクセスや権利の行使において障壁に直面し続けていることを示している。そのことは、FECCAの「ビジョン2030」³を通じて実施されたものを含む全国的な協議や、より広範な医療システム分析からの証拠が示している。これらの障壁はサービス提供に限定されるものではなく、システムの設計、情報伝達、利用方法に関するより広範な課題に表れている。
オーストラリアでの実施に向けて
オーストラリアの経験は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書が実際にどのように運用されるかについて、有益な事例研究を提供している。この経験は、そのような文書が実現可能かつ価値あるものであることを示唆しているが、その有効性は、権利が明示されるだけでなく、権利が（訳注　国内の）法律にどのように組み込まれ、特に保健・高齢者ケアといった複雑なシステム全体でどのように実施されるかにかかっている。
オーストラリアの文脈における中心的な特徴は、総合的な全国的な人権法が存在しないことである。FECCAは、全国的な人権法およびより広範な人権枠組みの確立を一貫して提唱しており、これにより、全国における権利の保護、一貫性、および執行可能性を強化することを目指している。 現行の制度では、保護措置は連邦法、コモン・ロー（判例法）の原則、政策枠組みに分散しているほか、オーストラリア首都特別地域、ビクトリア州、クイーンズランド州を含む8つの州・準州のうち3つでは、法定の人権憲章が制定されている。これらの地方レベルの枠組みは重要な保護を提供しているものの、全国的な包括的な立法枠組みが存在しないため、権利の解釈、適用、執行の仕方にばらつきが生じている。
各州および準州の人権憲章の経験は、意思決定プロセスに人権上の義務を直接組み込む意義を実証している。公的機関は人権への配慮を義務付けられ、その結果具体的な成果の向上がもたらされてきた。 オーストラリアの州および準州の人権枠組みが示す証拠（審判手続における通訳の利用や、都市計画決定における文化的・宗教的権利の承認に関する事例研究を含む）は、意思決定に人権上の義務を組み込むことの実践的な影響を示している6。これらの事例は、権利が明確な法的義務、利用しやすい救済手段、およびシステム全体にわたる説明責任を確保する仕組みによって支えられたときに最も効果を発揮するというFECCAの立場を裏付けている。
これは、国際的な法的文書の策定に直接関連する。オーストラリアの経験が示すように、権利が一貫して適用され、実際に執行されることを確保するには、明確で包括的な枠組みの存在が不可欠である。これがなければ、権利が断片化され、適用にばらつきが生じ、個人が権利を行使しにくくなるリスクがある。
こうした問題は、オーストラリアの医療および高齢者ケア制度において特に顕著である。オーストラリアは、連邦政府と州・準州政府が責任を分担する、公的・民間の混合型医療制度を採用している。この制度は全体として質の高いケアを提供している一方で、分断化、複数の利用窓口、アクセスの格差といった特徴も持っている。高齢者にとって、特に文化的・言語的に多様な背景を持つ人々にとっては、この制度をうまく利用することは複雑な作業となり得る。
言語、健康リテラシー、デジタルアクセス、システムの複雑さといった障壁は、権利内容を理解し、サービスを利用し、意思決定に参加する能力を制限する可能性がある。こうした状況下では、権利が自動的に行使されることは想定できない。権利は、通訳への一貫したアクセス、文化に配慮したケアモデル、効果的な制度利用支援、成果や不平等を監視するための堅固なデータ収集といった実践的な措置を通じて、積極的に具体化されなければならない。
したがって、オーストラリアの経験は、国際的な法的文書の策定に向けたより広範な教訓を裏付けている。権利に基づく枠組みは必要であるが、それだけでは不十分である。その効果は、明確な法的基盤、調整された制度改革、職員の能力、アクセシブルなコミュニケーション、そして地域社会との持続的な関与にかかっている。これらの要素が欠如すれば、権利は形式的には認められていても、実際にはばらばらにしか実現されないリスクがある。
OHCHRが提示した協議質問への回答
質問 1：包括的な枠組み
国際的な法的拘束力のある文書は、人権に基づき、公平性を重視し、実施に焦点を当てた枠組みに導かれるべきである。そこでは、高齢者が完全な権利の保有者であり、他のすべての人々と同様に普遍的な人権と基本的自由を享受する権利を有することを明確に確認すべきである。
同時に、これらの権利の実現が実際には不均一であることを認識すべきである。構造的・制度的な障壁により、特に多様性のある人口集団では、高齢者が自らの権利にアクセスし、行使することが妨げられることが多々ある。
したがって、この枠組みは形式的な平等（equality）にとどまらず、公平性（equity）を明確に組み込むべきである。これには、文化的・言語的多様性を人権実現の中心的な次元として認識すること、また、アクセシビリティ、文化的配慮、制度の活用支援が権利行使の基盤であることを認めることが含まれる。　
質問 2：中核的原則と規範的欠落
この枠組みは、尊厳、自律、平等と無差別、参加、独立、包摂といった中核的原則に裏付けられるべきである。これらは、文化的安全性、言語的アクセシビリティ、および結果の公平性を明確に認識することによって強化されるべきである。これらの要素は、権利が実際に行使されるために必要な条件である。
この枠組みは、既存の人権のすべてが高齢者に完全に適用されることを再確認するとともに、それらの権利が高齢期においてどのように適用されているかを明確にし、主要な欠陥を特定すべきである。これには、文化的に適切なケアへのアクセス、明確かつアクセシブルな情報、制度利用の支援、社会的孤立からの保護、および説明責任のためのデータの改善などが含まれる。
この文書は、尊厳、自律、平等および無差別、参加、独立、包摂といった中核的な人権原則に基づいていなければならない。これらは、高齢期において権利を効果的に享受するための不可欠な条件として、文化的配慮、言語的アクセシビリティ、および成果における公平性を明確に認識することを通じて強化されるべきである。 この文書は、既存の人権のすべてが高齢者にも等しく適用されることを再確認するとともに、高齢期におけるその適用を明確化し、主要な規範上の欠陥に対処すべきである。これには、文化的に適切なケアへのアクセス、利用しやすい情報、制度利用の支援、社会的孤立からの保護、および説明責任を果たすための分類されたデータの収集の改善などが含まれる。この文書は、人種、民族、言語、移民の地位、障害に基づく交差的な差別を含め、年齢による差別を明示的に禁止すべきである。（訳注　内容的には前の記述と重複する部分が多いがそのまま訳した。）
質問 3：構成と設計
この文書は、法的な明確性と実践的な実施を支える、明確かつ首尾一貫した構成を採用すべきである。これには、高齢者の尊厳と権利を明記した前文、定義の項、一般原則と義務の明示、および具体的な権利の明確な概要が含まれるべきである。 強力な実施および説明責任に関する規定が不可欠であり、これには参加、監視および報告、分類されたデータの収集、救済措置へのアクセスを確保するための仕組みが含まれるべきである。多様な背景を持つ高齢者を含む高齢者の有意義な参加は、条約の策定、実施、監視を含むあらゆる側面に組み込まれるべきである。
この文書は、法的明確性と実践的な実施の両方を支える、明確かつ首尾一貫した構造を採用すべきである。これには、高齢者の尊厳、自律性、権利を明記した前文に加え、一貫した解釈を確保するための定義の項を含めるべきである。また、平等、無差別、参加、説明責任といった指針となる原則を定め、実質的な権利とそれに対応する国家の義務を明確に規定すべきである。 強力な実施および説明責任のメカニズムが不可欠であり、これには、監視および報告の義務、分類されたデータの収集、権利侵害に対するアクセシブルな救済措置などが含まれる。高齢者の有意義な参加は、特に多様で周縁化された高齢者に配慮しつつ、条約の策定、実施、モニタリングを含む全過程に組み込まれる必要がある。
結論
オーストラリア多文化保健協力機構は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある国際条約の策定を強く支持する。このような条約の制定は、世界的な保護体制を強化し、既存の権利の適用を明確にし、各国の制度においてより一貫性があり説明責任のある取り組みを推進する重要な機会となる。
この枠組みを効果的なものとするためには、普遍的な原則にとどまらず、公平な実施を確保しなければならない。権利の実現は、それが提供される制度によって形作られるものであり、アクセシビリティ、文化的配慮、制度設計に意図的に注意を払わなければ、多くの高齢者が権利を行使する上で障壁に直面し続けることになるという事実を認識しなければならない。したがって、多様性は周辺的な考慮事項としてではなく、権利が実際にどのように実現されるかという上での中心的な要素として理解されるべきである。
オーストラリアの経験が浮き彫りにしているのは、課題は、単に権利を定義することだけでなく、複雑な保健・高齢者ケアシステムの中で、その権利が理解され、アクセシブルであり、実行可能なものであることを確保することにある。言語へのアクセス、システムの利用方法、文化的安全性、データの可視性といった問題は、付随的な懸念事項ではない。これらは、権利が有意義な形で行使できるかどうかの根本をなすものである。これらの要素に対処するには、実践的な仕組み、明確な期待、そして実施に向けた持続的な投資が必要となる。
これは、原則に基づいているだけでなく、実用的な枠組みの重要性を強調するものである。強力な指針原則、明確な構成、そして堅固な説明責任の仕組みが不可欠である一方で、これらが現実の世界でどのような成果につながるかに焦点を当てることも同様に重要である。この枠組みの有効性は、最終的に、多様な状況の高齢者の生活体験をどの程度改善できるかによって測られる。
我々は、多文化コミュニティからの実証データの共有、参画プロセスへの支援、制度レベルでの実施を強化するアプローチへの貢献などを通じて、この枠組みの策定にさらに寄与する機会を歓迎する。
法的拘束力のある文書は、大きな前進となる可能性を秘めている。今こそ、それが高齢者の権利を単に確認するだけでなく、あらゆる状況下において、すべての人々のために、その権利が実際に実現されることを可能にするものであることを確実にする好機である。
法的拘束力のある文書は、権利の承認にとどまらず、すべての高齢者にとって、実践において一貫性があり公平な権利の実現へと進むための極めて重要な機会となる。

プリヤンカ・ライ
事務局長
オーストラリア多文化保健協力機構

脚注
1. オーストラリア統計局（ABS）、「人口・住宅センサス：文化的多様性データの要約、2021年」、キャンベラ、2022年。
2. この推計値は、オーストラリア統計局の人口推計に基づく長期的な人口動態の傾向を反映しており、オーストラリア民族コミュニティ評議会連盟（FECCA）の「ビジョン2030：多文化オーストラリアにおける健やかな高齢化」（2024年）をはじめとする国家政策の策定で参照されている。
3. オーストラリア民族コミュニティ評議会連盟（FECCA）、「ビジョン2030：多文化オーストラリアにおける健やかな高齢化」、2024年。
4. 高齢者ケアの質と安全に関する王立委員会、「最終報告：ケア、尊厳、そして敬意」、オーストラリア連邦、2021年。
5. オーストラリア人権委員会ほか、「オーストラリアにおける高齢者の人権に関する共同声明」、2024年、参照：https://humanrights.gov.au/about-us/media-centre/media-releases/older-peoples-rights/joint-statement-on-the-human-rights-of-older-persons-in-australia
6. オーストラリア民族コミュニティ評議会連盟（FECCA）、「意見書――オーストラリアの人権枠組みに関する調査」、2024年。これには、裁判手続における通訳の利用や、都市計画決定における人権の適用に関する事例研究が含まれている（例：オーストラリア首都特別地域（ACT）人権委員会年次報告書2017-18、ビクトリア州人権憲章の判例）。

（翻訳・佐藤久夫、　　　）
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